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本州四国連絡高速道路株式会社 公募型共同研究応募要領

（「海峡部橋梁路面上の風速分布に関する共同研究」に適用）
本要領は、公募型共同研究応募手続に関する基本的な事項を定めたものであり、本要領と共同

研究説明書の間に相違がある場合には、共同研究説明書に従うものとする。また、当該共同研究

に該当しない部分については、取り消し線で明示している。

１．公募型共同研究の概要

公募型共同研究は、本州四国連絡高速道路株式会社（以下「本四会社」という。）が提案する研究

項目及び研究細目（案）を提示し、応募された企画書を評価・選定して、共同研究者を決定して行う

共同研究である。

２．公募型共同研究開始までの事務内容

公募型共同研究の事務の流れは以下のとおりとなっている。

相手方の公募（本四会社）

↓

企画書の提出・審査・選定

共同研究企画書の提出（応募者→本四会社）

↓

ヒアリング（必要に応じて実施）

↓

共同研究企画書の審査

↓

相手方の選定・通知（本四会社）

協定の締結

共同研究申請書の提出（選定者→本四会社）

↓

協定書の作成

協定の締結（本四会社←→共同研究者）

↓

共同研究実施計画書（年度）の提出（共同研究者→本四会社）

↓

共同研究の開始（本四会社・共同研究者）

↓
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（１）スケジュ－ル

相手方の公募の標準的な期間は、２０日～２ヶ月間とするが、公募期間については、本四会社ホ

ームページで掲示する。

また、共同研究企画書（以下「企画書」という。）の審査・選定の標準的な期間は、１０日～１

ヶ月間とする。

（２）共同研究の相手方の公募

１） 共同研究の相手方は、本四会社ホームページを通して、公に募集（公募）する。

２） 参画条件は、大学、研究機関、民間企業、公益法人等で、本四会社の提示した研究課題に対

して過去５年間に類似の研究実績等があり、研究体制等が整っており、かつ下記に示す企画書

の提案内容が本四会社の求める水準に達していると認められることが条件となる。

３） 応募する際に、本四会社が提示する研究項目に対して、企画書を提出すること。

４） 企画書の作成に関する様式や条件、内容等は本四会社が提示する（詳細は「３．企画書の内

容」を参照のこと。）。

（３）質問への対応

質問の受付先及び受付期間については、本四会社ホームページで掲示する。

（４）企画書の提出

１） 企画書の提出期間及び提出先については、本四会社ホームページで掲示する。

２） 企画書は１部提出すること。

３） 提出された企画書は返却しない。なお、提出された企画書は、本共同研究に係る選定以外に

応募者に無断で使用しない。

（５）企画書の審査、相手方の選定・通知

１） 本四会社は提出された企画書をもとに審査を行い、共同研究者を選定する。

なお、必要に応じてヒアリングを行うので、本四会社より連絡があれば、研究責任者が対応

すること。

２） 応募者には、本四会社から選定結果を通知する。

（６）共同研究申請書の提出

共同研究の相手方として選定された応募者は、「４．共同研究申請書の内容」を参照のうえ、共

同研究申請書を提出すること。

（７）協定書の作成、協定の締結

共同研究の実施に当たり、本四会社と共同研究者の間で協定書を作成し、協定を締結する。
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３．企画書の内容

企画書には次の項目を明記すること。

①共同研究の名称

②研究項目名

③共同研究の内容

④共同研究の期間

⑤共同研究の実施手順

⑥共同研究を行うに当たっての同種又は類似の研究等の実績

⑦会社概要

⑧共同研究に対する組織体制

⑨共同研究費

⑩共同研究にかかわる既取得特許等

⑪その他、必要と思われる資料

⑫本共同研究制度に対する意見、希望等

なお、企画書の様式は様式－１を参考とし、Ａ－４判縦とする。なお、文字サイズは 10ポイント以

上とする。

（１）共同研究の名称

本四会社が提示した共同研究の名称をそのまま記載すること。

（２）研究項目名

本四会社が提示した共同研究の研究項目名をそのまま記載すること。また、応募者側が提案する

新たな研究項目がある場合は、併せて記載すること。

（３）共同研究の内容

研究項目毎に、課題の解決方法と、目標とする研究成果を明確に示した上で、必要な研究事項を

列記し、可能な限り具体的な内容を記載すること。なお、説明書に示す研究細目は適宜追加、変更

等をしてもよい。

（４）共同研究の期間

応募者側が必要とする研究期間を記載すること。その際、月数まで記載すること。なお、本四会

社では、課題解決の緊急性、技術の進歩速度等を勘案し、共同研究期間としては概ね１年以内を想

定している。

（５）共同研究の実施手順

応募者側が設定した共同研究期間内に、研究開発が確実に終了するための実施手順をフローチャ

ート図等で記載すること。

また、年度ごとの研究内容が明確になるものとすること。

（６）共同研究を行うに当たっての同種又は類似の研究等の実績
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共同研究を成果あるものにするためには、類似研究の実績が大きな要素となる。過去５年間の共

同研究内容と同種又は類似の研究や開発実績、業務等の実績について、その内容を明示すること

（研究や開発実績、業務等の実績を証するものの写しを添付すること。）。

なお、同種又は類似の研究等の実績を有しない場合は、選定しない。

（７）会社概要

研究開発に対する技術力、組織力及び経済力を量る資料として、応募会社の創立時期、資本金、

従業員数、業務内容とその実績、株式上場の有無等の会社概要を記載すること。

（８）共同研究に対する組織体制

企画書に示された研究内容を実現するための組織体制を記載すること。また、研究部門全体の組

織体制だけでなく、共同研究に実際に専従することのできる研究員も明記すること。なお、研究責

任者と研究担当者（代表１名）について、過去５年間の同種又は類似の研究実績や業務等の実績、

過去５年間の同種又は類似の論文等を記載すること。研究責任者については、保有する資格等も記

載すること（研究実績や業務等の実績、論文等、資格等を証するものの写しを添付すること。）。

なお、研究開発を実施する体制があると認められない場合には、選定しない。

また、本共同研究の中で、学識経験者等に技術的指導を受ける場合には、学識経験者等の所属、

氏名、指導を受ける内容、方法等を記載すること。

（９）共同研究費

経済性及び効率性に配慮した共同研究費の積み上げを行うこと。また、各検討項目に要する費用

（応募者が提案する項目を含む。）が分かるようにすること。

なお、研究費は、原則として共同研究実施前に締結する「共同研究の実施に関する協定書」に定

める研究費用の分担によりお互いの費用を負担するものとする。

また、研究費の支払いは原則として年度毎、及び完了時に行う。

（10）共同研究にかかわる既取得特許等

共同研究を進めるに当たって、関連部分で既に特許等を取得（申請中のものも含む。）している

場合、類似した研究で既にその基本特許を取得してある場合、特許等を使用しなければ課題解決が

できない場合等は、差し支えない範囲で明示すること。

（11）その他必要と思われる資料

本四会社が提示した項目だけでは企画書の内容が不十分であると判断される場合は、別途項目

を加えて記載すること。

（12）本共同研究制度に対する意見、希望等

応募課題に関することとは別に、本共同研究制度そのものに対する意見、希望等があれば、別途

項目を加えて記載すること。
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４．共同研究申請書の内容

共同研究の相手方として選定された応募者は、共同研究申請書を提出すること。

申請書は、企画書の記載と重複した内容であっても、省略することなく記載すること。

また、申請書は最終的な研究内容や共同研究費を決定するものであり、その内容は企画書よりも更に

詳細かつ具体的に記載すること。

なお、申請書の提出に先立ち、本四会社と十分に調整を行うこと。

（１）申請書の構成

① 共同研究内容

② 共同研究実施期間及び年度別工程表

③ 共同研究の研究分担

④ 共同研究費の内訳等

⑤ 研究責任者及び研究担当者

⑥ 共同研究の実施場所

⑦ その他

なお、申請書の様式は様式－２を参考としＡ-４判縦とするが、図面や添付資料はこの限りではない。

（２）共同研究内容

本四会社の提示した課題、研究項目（共同研究者が提案する項目を含む。）を遂行できる手法、

工法、実施手順等を詳細に記述すること。また、ここでは企画書に提示した研究内容よりも更に詳

しい研究細目や、それに対する解決手法等を記載すること。

（３）研究実施期間及び年度別工程表

研究期間は研究費用に影響すると考えられるため、経済的な期間設定をすること。

また、年度別工程表は本四会社の年度予算とも関連するので、予算枠との整合を図りつつ、両

者で調整する。

（４）共同研究の研究分担

最も効果的な共同研究が行えるよう、作業分担を両者で調整し、役割分担表に記載すること。

（５）共同研究費の内訳等

共同研究費は、経済性及び効率性に配慮し、一般的な調査委託等の見積り方法に準拠して積み

上げ、必要経費を計上すること。

なお、見積りに当たっては、以下に述べる事項に留意すること。

（留意事項）

① 諸経費中の一般管理費等に相当する費用は計上しない。

② 共同研究に関連して、両者で調整した上で、共同研究者から提案があった項目等に係る費用

についても、共同研究費に含めることがある。
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③ 共同研究が複数年度に渡る場合には、積算内訳書で各年度に要する費用が分かるようにする

こと。

（６）研究責任者及び研究担当者

共同研究（事務手続を除く。）に直接携わる構成員（企画書に記載した研究責任者及び研究担当

者を含む。）を、その担当業務と共に記載すること。なお、研究責任者及び研究担当者は研究課題

に対して十分な知識を有するとともに、それを具現化する能力を持ち合わせた者とする。また、保

有する資格等も記載すること。

（７）共同研究の実施場所

共同研究を行う場所を記載すること。

（８）研究成果の発表の方法及び時期

共同研究の成果の発表を希望する場合は、その方法と時期を記載すること。

（９）使用する主な施設及び機械器具

共同研究に使用する主な施設と機械器具を記載すること。
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５．協定書の内容

共同研究申請書が提出され、本四会社と選定された応募者が、共同研究を行っていくことについて最

終的に合意した場合、協定を締結することとなる。協定締結に伴い取り交わされる協定書は、基本協定

部分と共同研究仕様書部分（以下「仕様書」という。）から成り立っている。なお、複数の共同研究者

と共同研究を行う場合も、１件の協定書を結ぶことを原則とする。

以下、本四会社を「甲」、共同研究相手方を「乙」とする。

（１）基本協定書の内容

基本協定書部分の様式は様式－３を基本とするが、甲乙の協議により、研究内容に応じて適

切に定める。

① 研究の目的

甲が提示した目的を記載する。

② 実施内容

研究項目は甲が提示したもの及び乙が提案するものを記載する。

研究内容・実施場所については仕様書に記載することとしており、ここには「別添共同研究仕

様書のとおり」と記載する。

③ 実施期間

申請書に従い、甲乙で合意した研究期間を記入する。

④ 研究の分担

共同研究の業務分担については仕様書に記載することとしており、ここでは、その仕様書に従

い共同研究を実施する旨を記載する。

⑤ 研究に要する費用分担

 共同研究費は申請書に従い、甲乙協議の上、金額を決定し記載するが、原則として共同研究

費を等分に負担するものとする。

 共同研究費及びその分担額を変更する必要が生じた場合は、甲乙協議の上決定することとし、

その額の変更は協定書の一部変更として、一部変更協定書を締結する。

 記載された費用については共同研究費の総額であり、各年度の共同研究費は年度ごとに行う

年度負担額の協議をもって決定する。

⑥ 共同研究の中止

共同研究の中止の要件を記載する。

⑦ 知的財産権等（特許権、実用新案権、意匠権、商標権等）の取扱い

 知的財産権等について取り決めをする。

 この共同研究の実施に伴い新たな発明等が生じた場合、甲又は乙は速やかに相互に通報し、

発明者から承継を受ける必要がある。この場合、研究協力者として、甲及び乙の社員又は従業

員以外の者を参加又は協力させた場合も、承継の対象となる。

 持分比率については双方の寄与率により、原則として均等とするが、甲乙協議の上、決定す
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る。

 知的財産権は共同研究の性質から甲と乙の共有とすることが原則である。しかし、甲及び

乙以外の者でも、甲又は乙が自己の持分を譲渡し、書面により相手方の同意が得られれば第三

者に譲渡することができる。

⑧ 研究成果の取扱い

研究成果について取り決めをする。

なお、共同研究終了後は、その内容に応じて処理する。

⑨ 技術知識書の提出

共同研究の趣旨に沿った内容に限らず、共同研究を行っていく過程で派生的に生じた技術、ノ

ウハウ等も含め、共同研究の結果得られた技術上の知識が業務のために必要と認められるときに、

甲又は乙は、技術知識書を作成する必要がある。

⑩ 秘密の保持

秘密の保持について別途取り決め（有効期限等）が必要な場合は、協議によって取り決める。

⑪ 進捗の管理

甲及び乙は、定期的に共同研究の進捗状況を管理し、必要に応じて連絡調整を行い、共同研究

が円滑に行えるように努めなければならない。なお、この内容は仕様書の中に記載する。

⑫ 有効期間

協定書の有効期間はここに定めたとおりであるが、本協定の失効後も有効な条項がある場合は

その定めに従わなければならない。

⑬ 協議

この協定書に定められたもの以外で疑義が生じた場合には、甲及び乙が互いに連絡、調整をと

りながら解決を図っていく。

（２）仕様書の内容

仕様書の様式は様式－４を基本とするが、甲乙協議の上、研究内容に応じた適切な構成を定

める。

１）総則

共同研究の一般事項で、各共同研究を行う場合の共通文として記載する。課題ごとに遵守す

る法令、規則、仕様書等がある場合は、総則に記載する。

２）共同研究の内容

共同研究申請書に基づき、共同研究の内容を詳細に列挙する。

３）実施場所

本章で実施場所と、必要ならば使用期間等を指定する。

４）共同研究の研究分担

共同研究申請書に基づき、甲及び乙の研究分担を記載する。
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５）進捗の管理

年間のスケジュールの中で、進捗管理する時期、内容等について記載する。

６）施設などの使用について

共同研究の実施に当たり、必要な施設などについて、甲及び乙の負担又は無償提供の条件

などを記載する。

７）その他

その他必要事項を記載する。
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（様式－１）

本州四国連絡高速道路株式会社

代表取締役社長

殿

「 （共同研究の名称を記入） 」

に関する共同研究企画書

年 月 日

住 所

法人名等 印

代表者名
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１．共同研究の名称

２．研究項目名

３．共同研究の内容

４．共同研究の期間

５．共同研究の実施手順

６．共同研究を行うに当たっての同種又は類似の研究等の実績

７．会社概要

８．共同研究に対する組織体制

９．共同研究費

10．共同研究にかかわる既取得特許等

11．その他必要と思われる資料

12．本共同研究制度に対する意見、希望等
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（様式－２）

年 月 日

本州四国連絡高速道路株式会社

代表取締役社長

殿

住 所

印

申請者名

代表者名

共 同 研 究 申 請 書

本州四国連絡高速道路株式会社との共同研究を実施したいので、下記のとおり申請します。

記

１．共同研究の名称

２．研究目的

３．研究内容
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４．研究の実施期間 自 年 月 日

至 年 月 日

年度別工程表

実施内容 年度 年度 年度

６ ９ 12 ３ ６ ９ 12 ３ ６ ９ 12 ３

５．研究の分担

研 究 項 目 研 究 細 目 研 究 分 担 備 考

本四会社 申 請 者

６．研究費の内訳

千円（別添積算内訳書のとおり）

７．研究責任者及び研究担当者

８．研究の実施場所

９．研究成果の発表の方法及び時期

10．使用する主な施設及び機械器具

11．その他

（１）事務担当者名及び連絡先

（２）別添資料

１）会社定款

２）会社概要

氏 名 役 職 名 備 考
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（様式－３）

共同研究の実施に関する協定書

本州四国連絡高速道路株式会社（以下「甲」という。）と （以下「乙」とい

う。）とは、 に関する共同研究（以下「共同研究」という。）の実施について、次

のとおり協定を締結する。

記

（研究の目的）

第１条 本州四国連絡高速道路の道路事業を適切に実施していく上で、○○○の問題があり、○○○が

課題となっている。

このため○○○（課題解決）を目指した本共同研究を行う。

（定義）

第２条 本協定書において、次に掲げる用語は、次の定義によるものとする。

一 「知的財産権」とは、次の各項に掲げるものをいう。

（１）特許権、実用新案権、意匠権、商標権及び外国における上記各権利に相当する権利

（２）特許を受ける権利、実用新案登録を受ける権利、意匠登録を受ける権利、商標登録を受ける権利

及び外国における上記各権利に相当する権利

（３）著作権法に規定する著作権及び外国における上記権利に相当する権利

（４）秘匿することが可能な技術情報であって、かつ、財産的価値のあるものの中から、甲乙協議の上、

特定するもの（以下「ノウハウ」という。）

二 「研究成果」とは、本共同研究に基づき得られた発明、考案、意匠、著作物、ノウハウ等の技術

的成果をいう。

（実施内容）

第３条 甲及び乙は、次に掲げる研究開発を共同で実施する。

（１）研究項目

（２）研究内容・実施場所 別添共同研究仕様書のとおり

（実施期間）

第４条 共同研究の実施期間は 年 月 日から 年 月 日までとする。

（研究の分担）

第５条 甲及び乙は、別添共同研究仕様書に定める研究分担に従い、この共同研究を実施するものとす

る。

（費用分担）
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第６条 共同研究の実施に要する費用は 円（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金

円）とし、甲は 円（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金 円）、乙は

円（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金 円）を分担するものとする。

２ 前項の費用を変更する必要が生じたときは、甲乙協議して定めるものとする。

３ 甲及び乙は、研究費用を年度ごとに負担するものとし、各年度の負担額は甲乙協議の上、定める

ものとする。乙は甲に対して、各年度末及び共同研究の完了時に請求根拠を明らかにして

甲の分担額を請求するものとする。

４ 甲は、前項の規定に基づく請求の内容及び根拠を適正と認めたときは、当該請求に係

る経費を乙に対して支払うものとする。

（情報等の提供）

第７条 甲及び乙は、共同研究の実施に必要な情報、資料を相互に無償で提供又は開示す

るものとする。ただし、甲又は乙以外の者との契約等により秘密保持義務を負っているも

のについては、この限りではない。

２ 提供された資料（複製物を含む。）は、共同研究終了後又は共同研究中止後相手方に

返還するものとする。

（共同研究の中止）

第８条 共同研究を継続することにより甲の業務に支障が生じるおそれがあるとき、研究

目的を達成することが困難であると判断されるとき、又は天災その他のやむを得ない事由

が生じたため、共同研究を継続することが困難になったときは、共同研究を中止する

ことができる。

２ 前項の規定により共同研究を中止しようとするときは、甲及び乙は、あらかじめ相手

方と協議しなければならない。

３ 前２項の規定により共同研究を中止したときは、甲及び乙は、費用負担及び研究成果の帰属につい

て、協議するものとする。

（知的財産権の取扱い）

第９条 甲及び乙は、共同研究の実施に伴い新たに発明等が生じた場合には、速やかに

相互に通報するものとする。

２ 甲及び乙はそれぞれの規則等により、前項の発明等をなした自己に属する 役員及

び社員等から、当該発明等に係る知的財産権の承継を受けるものとする。

３ 共同研究の実施に伴い新たに発生する知的財産権は甲乙の共有とし、その持分は原

則として均等とするものとする。

４ 共有に係る知的財産権（以下「共有知的財産権」という。）についての出願及び維持

保全の手続は乙が行い、その費用は当該共有知的財産の持分に応じて甲及び乙がそれぞ
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れ負担するものとする。

５ 共有知的財産権を乙が実施する場合は、別に定める実施料を甲に支払わなければな

らない。

６ 甲及び乙は、共有知的財産権を甲及び乙以外の者に実施させる場合には、甲乙協議

の上、その可否及び条件を決定するものとする。

７ 共有知的財産権に関して、第三者との間に紛争が生じた場合は、甲乙相互に協力し

てこれに対処するものとする。

８ 甲及び乙は、共有知的財産権の自己の持分を第三者に譲渡する場合には、予め書面

により相手方の承諾を受けるものとする。

（研究成果の取扱い）

第１０条 共同研究の実施に伴って得た研究成果は甲及び乙の共有とする。

２ 甲又は乙は、共同研究によって得られた研究結果を公表、又は第三者に開示しようとする場合には、

その内容、時期、方法等について、予め書面により相手方の承諾を受けるものとする。

（技術知識書の提出）

第１１条 甲又は乙は、共同研究の結果得られた技術上の知識について相互に技術知識書を作成して提

出しなければならない。

（秘密の保持）

第１２条 甲及び乙は、共同研究の実施に当たり、相手方より提供又は開示を受け、若しくは知り得た

技術上及び営業上の一切の情報等（資料等を含む。以下「秘密情報」という。）について、第三者に開示・

漏洩してはならない。ただし、次のいずれかに該当する情報等については、この限りではない。

一 開示を受け又は知得した際、既に自己が保有していたことを証明できる情報等

二 開示を受け又は知得した際、既に公知となっている情報等

三 開示を受け又は知得した後、自己の責めによらずに公知となった情報等

四 正当な権限を有する第三者から適法に取得したことを証明できる情報等

五 相手方から開示された情報によることなく独自に開発・取得していたことを証明できる情報等

六 書面により事前に相手方の同意を得た情報

２ 甲及び乙は、秘密情報（第１項ただし書に掲げるものを除く。以下同じ。）を共同研究及び本協定の

目的以外に使用してはならない。ただし、書面により事前に相手方の同意を得た場合はこの限りではな

い。

３ 甲及び乙は、秘密情報を、それぞれの情報管理に関する内部規則等に従って適切に管理しなけれ

ばならない。

（研究協力者の参加及び協力）

第１３条 甲又は乙は、共同研究の遂行上、第三者の参加又は協力を得ることが必要と認めた場合、
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甲又は乙の同意を得た上で、第三者を研究協力者として共同研究に参加させることができる。

２ 第三者を研究協力者に参加させた甲又は乙は、研究協力者となる者に本協定の内容を遵守させな

ければならない。

３ 研究協力者が甲、乙又は第三者に損害を与えた場合は、当該研究協力者を共同研究に参加させた

甲又は乙が、その損害の賠償について責を負うものとする。

４ 研究協力者を共同研究に参加させた甲又は乙は、当該研究協力者との間で、次の各号に掲げる事

項の取扱いを別に定めるものとする。

一 研究協力者による本協定内容の遵守に関すること。

二 前項の場合における甲又は乙による研究協力者に対する求償に関すること。

５ 甲及び乙は、研究協力者に秘密情報を提供又は開示する場合には、予め甲又は乙の同意を得るもの

とする。

６ 研究協力者が共同研究の実施に伴い発明等を行った場合は、甲又は乙の社員等が当該発明等を行っ

たものとみなして、第９条の規定を準用する。

（進捗の管理）

第１４条 甲及び乙は、共同研究を円滑に実施するため、定期的に相互に連絡及び調整を行い、共同研

究の進捗の管理を行うものとする。なお、定期的な連絡及び調整以外にも、甲乙協議の上、必要に応じ

て相手方に進捗状況の確認を求めることができるものとする。

（第三者との共同研究の禁止）

第１５条 甲及び乙は、甲又は乙の同意なしに、第三者との間で共同研究と同一又は類似の目的となる

研究を行ってはならない。

（協定の解除）

第１６条 甲は、乙に破産又は会社更生など信用の失墜があったときは、本協定を解除することができ

る。

２ 甲及び乙は、甲又は乙が次の各号のいずれかに該当し、催告後３０日以内に是正されないときは本

協定を解除することができるものとする。

一 本協定の履行に関し、不正又は不当の行為をしたとき

二 本協定に違反したとき

（損害賠償）

第１７条 甲及び乙は、前条に基づく本協定の解除により甲又は乙に損害を与えたときには、その損害

を賠償しなければならない。

２ 甲及び乙は、故意又は重大な過失により甲、乙又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償

しなければならない。
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（有効期間）

第１８条 この協定の有効期間は、この協定の締結の日から 年 月 日（当該研究終了

日）までとする。ただし、第９条、第１０条及び第１２条の規定について、本共同研究終了日の翌日から

３年が経過する日まで有効に存続するものとする。

（協議）

第１９条 この協定に定めがない事項及びこの協定の各事項の解釈に疑義が生じた場合は、別途協議し

決定する。

本協定書の成立を証するため、甲と乙とは本書を２通作成し、それぞれ記名押印のうえ、その１通を保

有する。

年 月 日

兵庫県神戸市中央区小野柄通４―１―２２

甲 本州四国連絡高速道路株式会社

代表取締役社長

乙
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（様式－４）

共同研究仕様書

（ に関する共同研究）

第１章 総則

１．本仕様書は、本州四国連絡高速道路会社（以下「甲」という。）と （以下「乙」

という。）の間で取り交わした「 に関する共同研究の実施に関する協定書」

（以下「協定書」という。）の第３条及び第５条の規定に基づき、本共同研究の内容及び研究分担

について定めるものである。

２．本仕様書に定める事項について疑義を生じた場合の解釈及び本共同研究の細目に

ついては、甲乙の協議による。また、仕様書に示されていない事項について、本共同

研究の性質上必要な調査等を行う場合も、同様とする。

３．本共同研究を遂行するに当たり、共同研究に関連する各種法令を守らなければならない。

４．乙は、共同研究を行うに当たっては、必要な事務手続を行わなければならない。

５．甲及び乙は、事故が発生したときは、直ちに必要な措置を講じるとともに、事故

の原因、経過、被害内容等について、速やかに相手方に報告しなければならない。

６．共同研究が終了したとき、又は共同研究実施に係る会計年度が終了したときは、乙は甲と共同し

て共同研究報告書をとりまとめるものとする。

７．乙は共同研究が複数年度にわたり、さらに継続して行うときは、これまでの共同研究の成果を踏ま

え、甲と協議をした上で、各年度当初に当該年度の実施計画書を作成し、甲に提出するものとする。

第２章 共同研究の内容

第３章 実施場所

第４章 共同研究の研究分担

第５章 進捗の管理

第６章 施設などの使用について

第７章 その他


